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• 技術検証レポートは、COMmmmONS（コモンズ）における技術開発成果を広く社会一般に知

見として提供するため、プロジェクトの有用性、実現性、課題等を整理したドキュメントです。

• 具体的には以下の役割を果たすものとして作成しています。

- コモンズの各プロジェクトは、地域交通における課題の設定とそれらを解決するためのデジ

タル技術活用のベストプラクティスを開発し、その成果を標準化することを目的としています。

- 技術検証レポートは、各プロジェクトの成果を社会の共通の財産とするための技術資料です。

具体的には、関連技術の開発や研究、企画検討を自治体や事業者が行う際の参考資料（リ

ファレンス）として一連の技術アセットを提供します。技術アセットには、プロジェクトが採用し

た技術的アプローチ及び実装方法を整理したドキュメントやAPI仕様、データモデル仕様、

オープンソースソフトウェア等が含まれます。

- また、技術検証レポートでは、技術的知見のみならず、開発技術等を用いて行った技術実証

の成果についても共有します。技術実証により得られた当該技術の有効性、制約条件、技術

的課題、改善余地、今後の開発への示唆等についてまとめることで、関連技術開発等を行う

主体へ知見を提供することを目的としています。

• コモンズでは、これらの技術アセットの開発・公開を通じ、地域交通の連携・協働の技術的基盤

を提供し、「交通空白」解消など地域交通のリ・デザイン全面展開を推進していきます。

地域交通DX推進プロジェクト「COMmmmONS （コモンズ） 」とは

• 「COMmmmONS(コモンズ)」は、事業者や地域ごとに業務やシステムなどが独自に構築され、それぞれの

サービスやデータが連携していない地域交通の「サイロ化」の課題を解決し、連携・協働を軸とした地域交通

のDXを体系的に推進するためのプロジェクトです。

• 具体的には、サービス、データ、マネジメント、ビジネスプロセスの４つの柱で協調領域における相互運用性

確保のためのデジタル活用のベストプラクティス創出と、その成果の標準化を一体的に推進することを目的

としています。

• コモンズの標準仕様や技術仕様を社会の共通財産として公開・普及させることにより、地域交通の連携・協

働の技術的基盤の提供を推進します。
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技術検証レポートについて

https://www.mlit.go.jp/commmmons/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/
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シェアサイクルポート共有API標準化プロジェクト

背景・目的

開発したシステムの概要

実証実験の概要

得られた成果

• 同じエリアに複数のシェアサイクル事業者が存在していても、現状では同一事業

者のポート間でしか自転車の貸出・返却ができず、利用者にとって使いにくい状

況となっている。

• また、特に自治体の政策等と連携した公有地ポートについては、用地が限られる

中で、用地確保が事業者間の競争となり、サービス品質や利便性の向上といった

本来注力すべき取り組みに十分な経営資源を割けていない。

• そこで、複数のシェアサイクル事業者によるポート共有、情報連携、精算連携など

を標準化することで、利用者の利便性向上を図るとともに、地域全体としてサー

ビス品質及び事業の持続可能性の向上を目指す。

• 事業者間で共通に利用可能な業務モデル及び標

準API仕様を策定し、ポートIDのマッピングや属

性情報を、標準化されたフォーマットで共有する

仕組みを構築した。

• これにより、利用者は自社アプリから他社ポート

の空き状況を確認し、予約・貸出・返却を行うこと

が可能となった。

• また、事業者側でも、それぞれ保有する既存の

シェアサイクル基幹システムを活用しつつ、他社の

ポート情報の自社システムへ取り込みや、ポート

のステータス情報の同期を可能とした。

サービス実証

• 開発したシステムを用いて、池袋でHELLO CYCLINGとLIMEポートの共有化

実証を実施し、標準APIで定義したデータ連携が適切に機能するかを検証した。 

• また、Open streetとドコモ・バイクシェアが横浜で実施するポート共有事業を

活用し、利用者にもたらす満足度や利便性及び利用行動への影響を検証した。

ヒアリング調査

• シェアサイクルポートの共同利用化が、限りある行政財産や公有地の有効活用に

資する取組であるかについて地方公共団体へのヒアリングを通じて確認した。

• アンケート及びヒアリングを通じて、事業者間連携の有効性と利用者の利便性向

上を検証した。その結果、共有ポート化を契機とした新たな移動パターンが継続

的に一定数確認され、NPS（Net Promoter Score：顧客が商品やサービスを

「他人にどの程度おすすめしたいか」を尋ねるアンケートをもとに顧客満足度や

継続利用意向を算出する指標）も向上するなど、利用者の利便性及び満足度の

向上が確認された。

• 地方公共団体から賛同を得ることで、公有地の効率的な活用や、標準化推進に

よる公正な市場形成の可能性を示した。

• 今後は、これらの成果を踏まえ、さらなる標準化の推進を図るとともに、都市交

通の利便性向上及び持続可能な社会の実現に向けて、関係者と連携しながら取

り組みを進めていく。

Limeポート HELLO CYCLINGポート

HELLO CYCLINGモビリティ

HELLO CYCLINGアプリ

貸出 返却

ポート
共有化

LIMEポートに駐輪するHELLO CYCLING車両

開発したUIイメージ
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はじめに 目次

株式会社ドコモ・バイクシェア 代表取締役社長 清水貴司（左）、

OpenStreet株式会社 代表取締役社長兼CEO 工藤智彰（右）

シェアサイクルサービスの現状の課題

シェアサイクルの利用において、一部エリアに利便性が偏る一方、事業者ごとに

ポートや展開エリアが分断され相互利用ができないため、返却困難やポート確保

競争が生じ、地域全体としてシェアサイクルの利便性向上が阻害されています。

共同利用を可能にする標準仕様の開発

今回の取り組みでは、複数の事業者が共同でポートを利用できるよう、標準仕様

を開発します。貸出可能な自転車台数や駐輪可能台数といったステータス情報を、

共通フォーマットとAPIで連携できる仕組みを整備します。あわせて、事業者間

の料金精算ルールも整えます。

業界横断の連携と持続可能なモビリティ

標準業務モデルやAPI仕様は、どの事業者でも利用可能な仕組みとして提供さ

れます。今後は他地域・他事業者への展開を進め、業界横断の連携を促進するこ

とで、持続可能なモビリティ社会の基盤づくりを目指します。

移動体験そのものの変革

今回の取り組みは、シェアサイクルにとどまらず、日常の移動体験そのものを変え

ていく挑戦です。地域の暮らしに寄り添い、事業者の枠を超えて共創する交通の

あり方が、これからの地域交通のスタンダードになっていくはずです。

本編
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第1章 概要

現在のシェアサイクルサービスでは、事業者ごとにポートや展開エリアが分断され相互利用ができないため、返却困難やポート確保競争が生じ、地域全体と

してシェアサイクルの利便性向上が阻害されている。そこで、本プロジェクトでは複数のシェアサイクル事業者のポートで貸出・返却を可能とする共有ポート

化を実現することでサービスごとの分断を解消し、利用者の利便性向上と限りあるポート用地の有効活用を促進する。
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
解決すべき社会課題と解決アプローチ

解決すべき社会課題 解決アプローチ

シェアサイクルサービスのサービスごとの分断による利便性の低下

• シェアリングサービスの普及が進みつつあり、従来の公共交通と組み合わせたラ

ストワンマイルの補完や外出機会創出効果が注目される一方で、事業者ごとで構

築したポートネットワークは展開地域やアプリごとに分断されており、地域をま

たいだワンアプリでの利用が難しく、利便性を損なっている。

ポート用地確保の競争による賃料高騰

• サービスごとの利便性向上のために限られた用地の確保に向けてシェアサイク

ル事業者間で競争が発生しており、賃料の高騰によるコスト増が生じている。

シェアサイクルサービスの業務モデルを整理し、事業者間でポートの共有・相互利用

するためのシステム・インターフェースを策定することで以下を実現する。

用地融通やアプリ連携のための技術仕様の協調領域化

• サービス品質をビジネスにおける競争領域としつつ、事業者主導による用地融

通やアプリ連携のための技術仕様を協調領域として定義し、シェアモビリティ

サービスの利便性と持続可能性の向上、ポート用地賃料のコスト減を図る。

シェアサイクルユーザーの利便性向上

• 事業者間で共有・相互利用するための業務モデル・標準インターフェースをオー

プンに提供することで、複数事業者が相互にポート共有することが可能になる。

• これによって利用者が複数サービスのポートでシェアサイクルの貸出・返却が可

能になる環境を実現する。

ポートの共有・相互利用するためのインターフェイス各シェアサイクル事業者のポート位置
同一事業者のポートでのみ貸出・返却が可能

その他

事業者

シェアモビリティの標準化インターフェイス

その他

事業者

貸出・返却ポート

各事業者で構築したポートがアプリごとに分断され利便性を損なっている状況

に対して、相互にポートを共有する仕組みを標準化し利便性向上を図る

シェアサイクル事業者A シェアサイクル事業者B シェアサイクル事業者C
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
既存業務フローの課題と目指す業務フロー

利用者

事業者Aアプ

リで利用可

能なポート

を検索

目的地付近

の事業者B

のポートに

返却

希望する自

転車を予約

する

自転車を利

用する

シェアサイクル事業者A

ポート情報

を送信

予約受付

利用開始

支払い

シェアサイクル事業者B

返却受付

ポート情報

を送信

対策①
事業者Bのポート情
報を事業者Aに送信
し、1つのアプリから

確認可能に

対策②
貸出事業者と異なる
事業者のポートにも

返却可能に

事業者間精

算

対策③
徒歩での移動
距離が短縮

利用者 シェアサイクル事業者B

事業者Aアプ

リで利用可

能なポート

を検索

課題②
貸出時と同じ事業者
のポートにしか
返却できない

目的地から

離れた事業

者Aポートに

返却

希望する自

転車を予約

する

自転車を

利用する

目的地まで

徒歩で移動

シェアサイクル事業者A

ポート情報

を送信

予約受付

利用開始

返却・清算

課題③
事業者Aのポートが
目的地付近になく
目的地まで徒歩で移
動する必要がある

課題①
近隣に事業者Bのポー
トがあっても表示され
ず、事業者Bのアプリの

利用が必要

目的地まで

徒歩で移動
移動

決済

乗車

予約

検索

移動

決済

乗車

予約

検索

既存の業務フロー 目指す業務フロー

既存フローでは異なる事業者間のポートを利用できないことが課題であった

ため、サービスごとの分断を解消することにより、利用者の利便性向上を図った
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
実現したい価値、想定事業機会

実現したい価値・目指す世界 想定事業機会
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利用者

提供価値

サービス展開
に向けた仮説

• 地域でシェアサイクルサービス事業を展開する事業者

• ユーザーは一つのアプリで複数事業者のポートにシェアサイクル

の貸出・返却をすることが可能になる

• シェアサイクルの共有ポート化を推進することで、限りあるポート

用地の有効活用を促進する

• ポートの確保を協調領域とすることで、シェアサイクル事業者の経

営資源を他の領域に注力可能とし、サービス品質及び事業継続性

を高める

• 複数のシェアサイクル事業者が相互にポート情報を提供できる標

準APIを策定することにより、限られたポート用地の有効活用を

実現する

• 複数事業者のポートを一つのアプリで利用可能にする共有ポート

化を実現することにより、ユーザーにとって利便性の高いサービ

スを提供する

ワンアプリで複数事業者のポートでの貸出・返却を可能に

• これまでシェアサイクルサービスごとに分断されていたポートネットワークを共有

ポート化により解消する。

• これにより、従来のシェアサイクルユーザーは一つのアプリで一つの事業者の

ポートでのみ貸出・返却が可能だったものを、複数事業者のポートで貸出・返却

を可能となる。

• ポート共有モデルの普及により、シェアサイクルユーザーのポートの選択肢の増

加させ、目的地までの徒歩での移動距離短縮といった利便性の向上の実現を図

る。

ポート用地確保の協調領域化

• シェアサイクルの共有ポート化を推進することで、特に公有地ポートにおけるポー

ト用地の有効活用を促進。これを協調領域とすることで、経営資源を他の領域に

注力可能とし、サービス品質及び事業継続性を高める。

共有ポート化を推進することで、限りある土地の有効活用を促進し、複数事業者

を横断したサイクルポートを実現することにより、利用者の利便性向上を図る

ユーザー

シェアサイクル事業者A

サービスモデル図

シェアサイクル事業者B

利用料
支払い

利用料
支払い

ポート情報・
サービス提供

ポート共有化・
事業者間での利用料精算

ポート情報・
サービス提供
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
ドキュメントの作成

実施計画書の作成
実証計画書の作成
要件定義書の作成

標準業務モデルの作成
標準業務モデルの作成

複数のシェアサイクル事業者がポートとモビリティを共有するための標準業務モデル案の作成
標準業務モデル案の作成

複数事業者間でのポート共有を実現するAPI方式の標準仕様案の作成
API方式の標準仕様案の作成

ポート相互利用に伴う売上の按分・精算の標準ロジック
売り上げの按分ロジックの検討

PoCシステムの開発
総合テスト
プロト確認会

実証調査
サービス実証(横浜)
サービス実証(池袋)
定量分析
定性分析
技術検証レポートの作成

標準業務モデル・標準API仕様の有用性検証
定性分析

情報発信
広報活動

• プロジェクトの目
的と範囲を定義

• 必要な要件を収
集・分析

• 実証実験の方法、
検証項目、検証
方法、KPIを定
義

• 開発システムの
要件を定義

• 既存システムを
ベースに標準仕
様を開発

• 事業者と協力し、
実験実施を合意

• 準備段階では、
実証計画、事業
者との合意

• 実施段階では実
験を実施しモニ
タリングを行う

• 実証実験、ヒアリ
ング、アンケート
の結果をとりま
とめる

• 技術検証レポー
ト作成・公開

• 標準ドキュメント
（標準業務モデ
ル・API仕様）の
作成・公開

本実証実験の業務フロー

本実証実験のスケジュール

要件定義・設計 開発/実証準備 実証実験 結果の取りまとめ 報告書の作成標準仕様調査

• ナレッジの獲得、
及び標準業務一
覧、標準業務フ
ロー図、標準API
仕様書作成のた
めの調査を実施

本実証実験の全体フロー

実施計画書の策定 実証計画書の策定

複数事業者間でのポート共有化を実現するため、システムの標準仕様を開発し、

ヒアリングや実証実験を通して標準仕様の受容性や実現可能性を検証する
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

実施体制 実証協力事業者

国土交通省

パシフィックコンサルタンツ OpenStreet

ドコモバイクシェア

実施体制・協力事業者一覧

シェアモビリティ事業を運営する事業者を中心に実施体制を構築した

種別 地域 ステークホルダーの名称 役割

シェアサイ

クル事業者
-

Lime株式会社

共有ポート化の実証協力

ecobike株式会社

標準仕様の有用性ヒアリング

チャリチャリ株式会社

株式会社Luup

自治体

神奈川県横浜市 横浜市

東京都文京区 文京区

東京都台東区 台東区

香川県高松市 高松市

京都府京都市 京都市

会社名/団体名 担当業務

総合政策局

モビリティサービス推進課

• プロジェクト全体ディレクション

• プロジェクトマネジメント
• シェアモビリティサービスの標準業務モデルの整理
• 標準的なポート共有モデルの開発
• 標準的な事業者間料金精算方式の開発

• 標準的なポート共有モデルの開発
• 標準的な事業者間料金精算方式の開発

• 実証協力
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第2章 標準仕様調査の方法・結果

標準業務モデル・標準API仕様の策定のため、文献調査やシェアサイクル事業者へのヒアリングを行った。特に、ヒアリングはシェアサイクル業界における国

内のシェア上位の企業を中心に行い、現行の業務モデル及びAPI仕様を調査した。これらの調査を踏まえ、複数事業者間のポート共有を実現するための標

準業務フロー及び標準API仕様を作成した。
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＃ 調査項目名 主要論点 調査手法

1

現行業務及びポート共有に必要となる業務モデルの調査

ステーション（ポート）を運用するにあたって、どのような作業が発生するか？

ステークホルダーヒアリング2 貸出・返却判定の方式は？

3 ポート共有を行う際に追加で必要となる作業は？

4 ポートを検索する際に必要な情報は？
ステークホルダーヒアリング
ドキュメントリサーチ5 共有するポート情報の項目と共有方法は？

6 ポートを管理するためのオペレーションはどのようなものか？
ステークホルダーヒアリング

7 ポート共有時の按分・清算方法 按分・清算をするために必要な情報とシステムはどのようなものか？

調査の全体像

標準業務モデル調査

標準API仕様調査

＃ 調査項目名 主要論点 調査手法

1

API仕様（ポート・モビリティ情報・決済情報・利用ログ）

アプリにおけるポート情報を取得するための項目及びAPI仕様（リクエスト
方式・リクエストパラメータ）は？

ステークホルダーヒアリング2
アプリにおける予約（モビリティ＆返却ポート）情報を取得するための項目
及びAPI仕様（リクエスト方式・リクエストパラメータ）は？

3
事業者間精算に必要な決済情報を取得するための項目及びAPI仕様（リク
エスト方式・リクエストパラメータ）は？

標準業務モデル及び標準API仕様について、ステークホルダーヒアリングや

ドキュメントリサーチを通して、標準仕様の検討に必要なナレッジを獲得する
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＃ 業界 企業名 選定理由

1 シェア
サイクル

OpenStreet株式会社 業界上位の大規模運用実績を有し、再配
置やKPI設計の運用面に加え、通信や
データ形式に関する知見を得ることがで
きるため

2 株式会社ドコモ・バイク
シェア

主要都市での展開実績が豊富であり、再
配置やKPI設計の運用面に加え、通信や
データ形式に関する知見を得ることがで
きるため

3 ecobike株式会社 全国10都市以上で事業を展開しており、
地域特性の違いによる運用やデータ形式
の違いを比較できるため

4 チャリチャリ株式会社 九州や名古屋など複数都市での運用実
績を持ち、地域特性の違いによる運用や
データ形式の違いを比較できるため

5 株式会社LUUP 全国10都市以上で事業を展開しており、
地域特性の違いによる運用やデータ形式
の違いを比較できるため

＃ 文献名 選定理由 URL

1 General Bikeshare 
Feed 
Specification(GBFS)

シェアモビリティにおける国際
的なデータフォーマットである
ため

https://gbfs.org/

2 MDS（Mobility Data 
Specification）

自治体・運用側で必要となる
「運営・管理データ」の標準
フォーマットであるため

https://www.openm
obilityfoundation.or
g/about-mds/

3 シェアサイクル事業の導入・
運営のためのガイドライン

シェアサイクルの持続可能な
事業運営の在り方、シェアサイ
クルポート設置場所の確保、
データの活用等による利便性
向上等の観点から、制度運用
の考え方や先進的な取組事例
等をまとめた資料であるため

https://www.mlit.go
.jp/road/bicycleuse/
share-
cycle/guideline.pdf

4 シェアサイクル便覧2024 シェアサイクルに関する基礎
情報から各地の事例、取り組
み動向等をまとめた資料であ
るため

https://www.gia-
jsca.net/download/h
andbook.pdf?2

ヒアリング先 調査文献

ヒアリング先・調査文献

国内シェアサイクル業界シェア上位の企業を中心としてヒアリングするとともに、

国内外のシェアサイクルに関するデータフォーマットを参考文献として調査した

https://gbfs.org/
https://www.openmobilityfoundation.org/about-mds/
https://www.openmobilityfoundation.org/about-mds/
https://www.openmobilityfoundation.org/about-mds/
https://www.openmobilityfoundation.org/about-mds/
https://www.openmobilityfoundation.org/about-mds/
https://www.mlit.go.jp/road/bicycleuse/share-cycle/guideline.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/bicycleuse/share-cycle/guideline.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/bicycleuse/share-cycle/guideline.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/bicycleuse/share-cycle/guideline.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/bicycleuse/share-cycle/guideline.pdf
https://www.gia-jsca.net/download/handbook.pdf?2
https://www.gia-jsca.net/download/handbook.pdf?2
https://www.gia-jsca.net/download/handbook.pdf?2
https://www.gia-jsca.net/download/handbook.pdf?2
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シェア
サイク
ル事
業者

ユー
ザー

14

調査結果のまとめ 現行の業務フロー比較

1. 各社の業務モデルの比較

シェアサイクル利用者のカスタマージャーニーを基に各社の業務フローを比較した

結果、「予約」と「解錠」の点においては、事業者間で一定の差異が確認された（右表

参照）。

まず、予約については、①貸出・返却ともに予約機能を有し、予約の要否を利用者

の任意とする事業者、②貸出・返却ともに予約機能を有するものの、返却予約のみ

を必須とし、貸出予約は任意とする事業者、③貸出・返却ともに予約機能を持たな

い事業者の、大きく３つのパターンに分類される。

次に、解錠については、利用者がシェアサイクルを利用開始する際の方法として、①

QRコードを読み込み、アプリからスマートロックを解錠する方法と、②アプリに表

示される番号をスマートロックに入力することにより解錠する方法の、２つのパ

ターンが存在することが確認された。

2. API仕様の比較

各社の現行APIを調査した結果、データ形式にはテキスト形式やバイナリ形式など

の違いがあることが明らかとなった。さらに、各社の APIフィールド名とGBFSと

比較したところ、フィールド名にばらつきが見られ、GBFSに準拠していない項目

が一部存在することが確認された。

＜貸出・返却予約なしの場合＞

シェア
サイク
ル事
業者

ユー
ザー

＜貸出・返却予約ありの場合＞

ポート
検索

ポート情報

送信

自転車
貸出

返却ポート
検索

差分①
自転車貸出時に
予約機能がない

自転車
返却

ポート情報

送信
清算

ポート
検索

ポート情報
送信

自転車
貸出

返却ポート
検索

自転車
返却

ポート情報
送信

差分②
自転車返却時に予

約機能がない

清算

貸出
予約

返却
予約

＜各社API仕様の比較イメージ＞ ＜各社業務フローの比較イメージ＞

A社 B社

予約の要否 任意 任意

解錠方法 ①車体のQRコードを読み込む
①車体のQRを読み込む
②スマートロックにパスコードを入力す
る

GBFS
（Station_infomation）

説明
A社

※イメージ
B社

※イメージ
C社

※イメージ

Stations
ステーショ
ン一覧

data park_info -

stations[].station_id
ステーショ
ンID

id park_id station_id

stations[].name
ステーショ
ン名称

name
park_name_j
p

station_nam
e

stations[].lat 緯度 lat latitude lat

stations[].lon 経度 lon longitude lon

調査結果：サマリ

文献調査及びヒアリング調査の結果を整理し、自転車やポートの予約の必須・

任意が各社異なることから、予約なしでも利用ができる標準仕様とした
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＜A社・B社＞

シェア
サイク
ル事
業者

ユー
ザー

ポート
検索

ポート情報
送信

自転車
貸出

返却ポート
検索

自転車
返却

ポート情報
送信

清算

貸出
予約

返却
予約
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現行業務及びポート共有に必要となる業務モデルの調査

調査手法の詳細

• シェアサイクル事業者5社を選定し、現行業務についてデスクトップリサーチ及

び対象とする事業者へのヒアリングを実施した。

• 加えて、調査した現行業務を用いてポート共有に必要となる業務モデルの調

査を実施した。

• 調査項目はポート共有に必要となる業務モデルの観点で選定した。

調査結果

• 「予約」と「解錠」において差異があることが明らかとなった。

• 予約については、①貸出・返却ともに予約機能を有するが、予約するか否かは

利用者の任意とする事業者、②貸出・返却ともに予約機能を有するが、返却予

約のみ必須条件とし、貸出予約は任意とする事業者、③貸出・返却ともに予約

機能を持たない事業者、の大きく３パターンに分かれる

• 解錠方法は事業者ごとに項目名が異なるが、セッション情報やスマートロック

の識別子など、必要となる情報は共通しているため、最小限の項目を現時点

の標準仕様とした。

• そのため標準仕様においては、貸出・返却に関する予約機能を必須とせず、任

意機能とした。

＃ 企業名 選定理由

1 A社
全国10都市以上で事業を展開しており、地域特性の
違いによる業務モデルの違いを比較できるため

2 B社
全国10都市以上で事業を展開しており、地域特性の
違いによる業務モデルの違いを比較できるため

3 C社
全国10都市以上で事業を展開しており、地域特性の
違いによる業務モデルの違いを比較できるため

4 D社
九州や名古屋など複数都市での運用実績を持ち、地
域特性の違いによる業務モデルの違いを比較できる
ため

5 E社
全国10都市以上で事業を展開しており、地域特性の
違いによる業務モデルの違いを比較できるため

＜調査対象＞

調査項目名 詳細

現行業務モデ
ル

ステーション（ポート）を運用するにあたって、どのような作業が発生す
るか

モビリティを運用するにあたって、どのような作業が発生するか

事業者によりエリアの定義やエリアを跨いでの貸し出し・返却方法の違い

シェアサイクルアプリにおける決済方式

貸出・返却判定の方式

ポート共有を行う際に追加で必要となる作業

＜調査項目＞

調査結果：詳細（1/3）

＜C社・D社＞

シェア
サイク
ル事
業者

ユー
ザー

ポート
検索

ポート情報

送信

自転車
貸出

返却ポート
検索

自転車
返却

ポート情報

送信
清算

差分①
自転車貸出時に
予約機能がない

差分②
自転車返却時に予

約機能がない

＜E社＞

シェア
サイク
ル事
業者

ユー
ザー

ポート
検索

ポート情報
送信

返却ポート

検索

自転車

貸出

自転車
返却

ポート情報
送信

清算

貸出
予約

返却予約
（必須）

差分③
返却予約が必須

機能である
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ポート共有時の按分・清算方法

調査手法の詳細

• ドコモバイクシェア及びOpenStreetに対しヒアリング調査を実施した。

• 対象とした事業者は既に横浜エリアでのポート共同利用を行っているため、

ポートの按分・精算方法を検証するにあたっては重要なヒアリング対象である

• 調査においては、横浜での按分・清算方法に関する資料を貸与いただき、その

内容を整理した。

調査結果

• 調査の結果、具体の按分率については、状況に応じて事業者間で協議して決

定する内容のため標準として定義すべき領域を、用語の定義、按分に関わる

要素とその考え方とし、具体的な按分率等はその対象外とした。

# 調査項目 調査内容

1 按分の考え方
売上を按分する際に考慮すべき要素や前提条件を整
理し、どのような基準で按分を行うのかを明確にする。

2 精算の期間単位
売上按分を実施する対象期間や計算単位（例：日次、月
次、契約期間単位など）を整理し、実務上の取り扱いを
明確にする。

3 プラン別の対応方法
複数の利用プランが存在する場合や併用・変更が発生
した場合に、どのように売上を按分するかのルールを
整理する。

4 按分率の算出方法
売上按分率をどのような計算方法で算出するかを定義
し、計算根拠や算出手順を明確にする。

# 調査項目 調査結果

1
按分の
考え方

利用者の1回の利用（ライド）を単位として発生する売上を、車両、
発ポート、着ポートの各要素に分解して分配する。加えて、相手方
ポートでの貸出・返却に対して、プラットフォーム（ソフトウェア）利
用料を別途分配する。

2
精算の
期間単位

売上按分はライド単位で算出し、月次で集計のうえ、所定の期日
までに事業者間で支払う。

3
プラン別の
対応方法

従量課金プランではライドごとの利用料を売上とし、定額課金プ
ランでは一定期間の料金を利用回数で按分してライド売上を算
出する。ライドごとに発生する追加料金は個別に合算する。

4
按分率の
算出方法

ポートの条件に応じて按分率を決定し、ライド売上に各按分率を
乗じて車両・発ポート・着ポートの売上を算出する。端数処理は所
定のルールに従う。

a b

ライド売上

車両使用料

出発ポート使用料

到着ポート使用料

プラットフォーム使用料

合意した
按分率に基づき
按分する

＜調査結果（按分イメージ）＞

＜調査結果＞＜調査項目＞

調査結果：詳細（2/3）
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調査結果：詳細（3/3）

ポート・モビリティ情報・決済情報・利用ログのAPI仕様

調査手法の詳細

• シェアサイクル事業者3社に対し、ポート・モビリティ情報のAPI仕様及び決済

情報・利用履歴のAPI仕様の項目についてヒアリング調査を実施した。

• 対象とした事業者は業界上位かつ複数都市での運用実績があるため、API仕

様を検証するにあたっては、調査先、調査数ともに必要十分である。

• 調査項目は、シェアサイクルを利用する過程で必要となるAPI機能ごとに、そ

のエンドポイント、HTTPメソッド、パラメータもしくはリクエストボディ、レスポ

ンス、の観点で選定した。

調査結果_

• 調査の結果、API仕様には事業者ごとに大きな差異があることが明らかと

なった。このため、すべてのAPI仕様・項目を統一することは困難であり、標準

として定義する領域は、最低限必要となるデータ項目に限定し、それ以外は任

意項目として整理した。

＃ 企業名 選定理由

1 OpenStreet株式会社
業界上位の大規模運用実績を有し、再配置やKPI設
計の運用面に加え、通信やデータ形式に関する知見
を得ることができるため

2
株式会社ドコモ・バイクシェ
ア

主要都市での展開実績が豊富であり、再配置やKPI
設計の運用面に加え、通信やデータ形式に関する知
見を得ることができるため

3 ecobike株式会社
全国10都市以上で事業を展開しており、地域特性の
違いによる運用やデータ形式の違いを比較できるた
め

＃ API機能 調査項目

1 ポート一覧確認

エンドポイント
HTTPメソッド
パラメータもしくはリクエストボディ
レスポンス

2 ポート詳細確認

3 自転車詳細確認

4 予約登録

5 予約キャンセル

6 解錠処理

7 利用情報取得

8 決済処理

API機能 調査項目 内容

ポート一覧
確認

エンドポイント /app/stations/dynamic-info

HTTPメソッド GET

パラメータ 認証トークン

レスポンス

コンテンツタイプ application/json

スキーマ定義

response

ｄata

data[].id

data[].num_bikes_parkable

data[].num_bikes_rentalable

data[].num_bikes_reserve

data[].update_time

＜調査結果＞ ※ 調査結果の参考例

API機能 調査項目 内容

解錠処理

エンドポイント /app/bike/unlock-with-ble

HTTPメソッド POST

リクエストボ
ディ

コンテンツタイプ application/json

スキーマ定義

認証トークン

端末MACアドレス

注文ID

レスポンス

コンテンツタイプ application/json

スキーマ定義
response

msg

＜調査対象＞

＜調査項目＞
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

標準化結果

事業者間の業務差異を踏まえ、予約に依存しない業務フローと、既存改修を

最小化したAPIによりポート共有化を実現する標準を整理

※詳細についてはシェアサイクルポート共有API標準仕様書を参照

https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/002/

仕様書の構成 • ガイダンス
• 業務一覧
• 業務フロー

• 機能一覧
• 論理構成図
• インフラ構成図

• API定義
• ERD
• テーブル定義

標準化結果（1/3）

1. 標準業務フロー

現行調査の結果、シェアサイクル事業者間では、貸出・返却に関する業務フローや予約の位

置づけにばらつきが存在することが確認された。具体的には、貸出予約を必須としている

事業者は存在しなかった一方で、予約機能自体を持たず、予約なしでの貸出・返却を前提と

する事業者が確認された。

業務仕様が事業者ごとに異なる状況下でポート共有を行う場合、特定の事業者の仕様（例：

予約必須）を前提とした設計では、他の事業者が対応できず、共同利用への参画が困難と

なるおそれがある。このため、標準業務フローでは、貸出予約及び返却予約を必須機能とは

位置づけず、任意機能として整理した。また、予約を行わない事業者や利用形態も想定し、

予約IDが存在しない場合であっても貸出・返却が成立する業務フローを許容する設計とし

た。これにより、予約機能を持たない事業者を含め、既存の業務モデルを大きく変更するこ

となくポート共有化に参加可能な業務標準を実現している。

2. 標準API仕様

調査の結果、各社のAPIではフィールド名にばらつきが存在することが確認された。そこで、

標準仕様の策定にあたっては、新たに定義する項目について、国際的なデータフォーマット

であるGBFSに準拠した標準化を行った。そのうえで、ポート検索や貸出に関するAPIにつ

いては、既存のシェアサイクルシステムへの改修を極力抑えることを重視し、ポート共有化

を実現するために必要最低限の情報連携に機能を限定した。また、既存API構成との親和

性を考慮した設計とした。
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

業務フローで扱う業務内容のリスト

機能一覧業務フロー 業務一覧

APIを定義するにあたって、

システムが実現すべき業務の流れを定義

業務⼀覧から標準APIを利⽤する業務を

抜粋した⼀覧

APIを実装するための

システムの全体像の概念図

API定義インフラ構成図論理構成図

論理構成図のシステム部分を実際の実装例を

踏まえて詳細化

シェアサイクルシステム間の

連携インターフェース仕様

標準化結果（2/3）

19



概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

APIが保持すべきデータの構造を定義

テーブル定義ERD

ERDで定義されたデータを実際のデータベース

に落とし込むための仕様

標準化結果（3/3）

20
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第３章 開発システム

シェアモビリティサービスにおける複数事業者間でのポート共有を実現するため、「ポート共同利用インターフェース」を標準APIとして開発し、このAPIを用

いた「ポート共有システム」を構築した。本システムでは、ポート情報や貸出・返却可能台数といったポートステータス、貸出予約・返却予約、予約のキャンセル

などをAPIベースで双方向に連携・同期させる仕組みとした。これにより、利用者が1つのシェアサイクルアプリから複数事業者のシェアサイクルやポートを

利用して貸出・返却できるシステムとした。
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

開発スコープ

複数事業者間のポート共有を実現するための「ポート共同利用インターフェース」を

標準APIとして開発し、これを用いた「ポート・モビリティ共有システム」を開発する。

本システムは、複数のシェアサイクル事業者（以下「事業者」という。）がそれぞれ管

理する駐輪ポートを、他事業者の利用者が利用可能とするための共通的な業務モ

デル及びシステム仕様を標準化し、実装するものである。具体的には、ポート情報、

モビリティ情報、貸出・返却可能台数といったポートステータス及びモビリティス

テータス、貸出予約・返却予約、各予約のキャンセル、利用履歴、売上情報などを、

APIベースで双方向に連携・同期することを開発範囲とする。

実現方法

本システム実現のため、事業者間のポートの共同利用を可能とするための業務モデ

ル及び標準API仕様を策定した。共同利用の対象となるポートは、物理的には一つ

の地物でありながら複数事業者の利用を前提とするため、各事業者のシステムに

おけるポートIDのマッピングルールや、ポートの属性情報（名称、位置、利用時間、

設置容量等）を標準化されたフォーマットで相互に共有することを可能とした。

情報連携インターフェース機能は、事業者ごとに管理されているポート情報及びス

テータス情報（空き状況、予約状況等）を、共通API及び共通メッセージ仕様を通じ

て取得・提供する。これにより、利用者は利用しているアプリケーション上で他社

ポートの空き情報を確認し、自社車両の予約及び利用を行うことが可能となる。情

報連携は原則としてREST API形式及びMQTT形式で行い、データの連携タイミ

ングにはPub/Sub型を採用することで、将来的に連携事業者が増加した場合に

も柔軟に対応可能なアーキテクチャとした。

主なシステム処理には、共同利用ポートの静的情報、予約・貸出・返却及びそれに紐

づく動的情報の共有が含まれる。これらは、国際的なシェアモビリティデータ標準で

あるGBFSに準拠したものとした。本システムは、クラウドサービスを基本として開

発され、クラウド環境での可用性・拡張性を備える。また、外部MaaS事業者との

API連携も可能とする設計とし、今後の社会実装における標準的インフラとしての

展開を想定している。

システム概要

システム概要 システムイメージ

複数のシェアサイクル事業者でポートを相互利用するため、共有ポートの静的情
報や、ユーザーの予約・貸出・返却情報をリアルタイムに共有するシステムを開発

ポート一覧画面
（HELLO CYCLINGアプリからLime

ポートを確認可能）

ポート詳細画面
（HELLO CYCLINGアプリからLime

ポートを確認可能）
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
業務フロー

シェアサイクル

事業者B

利用者

共有ポート化後の標準業務フロー

シェアサイクル

事業者A

ポート検索 自転車貸出 返却ポート検索 自転車返却

事業者Bの

ポート情報取得

ポート情報送信

事業者A,Bの

ポート情報送信
貸出登録

事業者A,Bの

ポート情報送信
返却登録 清算データ送信

請求書作成
ポート

情報更新

ポート

情報更新

標準API 標準APIMQTT MQTT

他事業者のポート情報を取得し、貸出・返却時のポート情報を他事業者にリアル
タイムで連携することで共有ポート化を実現する
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
システムアーキテクチャ

システムアーキテクチャ図 システム機能一覧

ID 機能名 機能説明

FN001 共有ポート情報送信
標準APIを用いて、ポートの共同利用事業者へ自社の
ポート情報を送信する

FN002 予約・貸出・返却
標準APIを用いて、貸出・返却によりポートの空き状況が
変化した際に、ポート情報リアルタイム連携の機能を呼び
出す

FN003
ポート情報リアルタイム
連携

MQTT標準スキーマを用いて、他社から受信した共同利
用ポートの空き状況を自社のポート情報と連携する

FN004 精算データ送信
利用実績情報のうち、他事業者の共同利用ポートの利用
実績情報から事業者間精算データを作成し、精算データ受
信標準APIを介して送信する

FN005 精算データ受信
標準APIを用いて、他事業者から事業者間精算データを
受信する

FN006 ポート基本情報取得
標準APIを用いて、自社及び他社のポートの静的な基本
情報（名称、住所など）を取得する

FN007 ポート検索
標準APIを用いて、地図上または現在地周辺における自
社及び他社のポートを検索する

FN008 共有ポート情報受信
標準APIを用いて、他社から受信したポート情報を自社情
報に追加・更新・削除する

FN009 ルーティング リクエスト内容に応じて、適切なAPIにルーティングする

FN010 メッセージブローカ
ポート情報リアルタイム連携でポート状態が変化した際に
通知するためのメッセージブローカ

FN011 日次集計
利用実績データを集計し、事業者別ポートの利用回数、利
用時間などを日次単位で算出する

FN012 月次集計
利用実績データを集計し、事業者別ポートの利用回数、利
用時間などを月次単位で算出する 

より多くの事業者が活用できるようにOpenAPIやMQTTなど互換性のある
オープンアーキテクチャとした

※詳細については（付録）シェアサイクルポート共有API システム設計書を参照

https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/018/

https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/018/
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

• PHPで書かれたオープンソースのWebアプリケーションフ

レームワーク

• REST APIの構築にも広く用いられる

利用技術スタック

利用した技術スタック

https://aws.amazon.com/jp/ec2/

• クラウドサービスとしてのアプリケーションの実行環境

• システムの中核としてアプリケーション処理を担う

https://aws.amazon.com/jp/elasticloadbalancing

/network-load-balancer/

• EC2インスタンスへの負荷分散を行う

https://aws.amazon.com/jp/rds/

• データベースの管理を行う

• RESTful APIの設計・定義・共有のための国際的な標準仕

様であり、YAMLまたはJSON形式でAPI仕様を記述できる

• 仕様の文書化リクエスト/レスポンスのスキーマ定義を担う

Amazon EC2

Network Load Balancer

Amazon RDS

OpenAPI

IaaS

IaaS

PaaS

フレームワーク

https://aws.amazon.com/jp/api-gateway/

• APIリクエストのルーティングと認証を行う

https://aws.amazon.com/jp/iot-core/

• インターネット接続デバイスとAWSクラウドを安全に接続し、

データの送受信・管理・分析を容易にする

https://www.mysql.com/

• オープンソースのリレーショナルデータベース

• 幅広いWebシステムで採用される

Amazon API Gateway

AWS IoT Core

Laravel

MySQL

PaaS

ソフトウェア

フレームワーク

PaaS

ライブラリ・
フレームワーク

クラウド
サービス

凡例

クラウドかつオープン・アーキテクチャをベースとした
技術スタックを中心に利用した

https://laravel.com/

https://www.openapis.org/

https://aws.amazon.com/jp/ec2/
https://aws.amazon.com/jp/elasticloadbalancing/network-load-balancer/
https://aws.amazon.com/jp/elasticloadbalancing/network-load-balancer/
https://aws.amazon.com/jp/elasticloadbalancing/network-load-balancer/
https://aws.amazon.com/jp/elasticloadbalancing/network-load-balancer/
https://aws.amazon.com/jp/elasticloadbalancing/network-load-balancer/
https://aws.amazon.com/jp/elasticloadbalancing/network-load-balancer/
https://aws.amazon.com/jp/rds/
https://aws.amazon.com/jp/api-gateway/
https://aws.amazon.com/jp/api-gateway/
https://aws.amazon.com/jp/api-gateway/
https://aws.amazon.com/jp/iot-core/
https://aws.amazon.com/jp/iot-core/
https://aws.amazon.com/jp/iot-core/
https://www.mysql.com/
https://laravel.com/
https://www.openapis.org/
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

主に利用される画面のイメージ

• トップ画面で選択された

ポートの詳細情報（位置

情報、貸出・返却可能台

数、営業時間、対応モビリ

ティ種別など）を表示す

る画面

• 選択された車体の詳細情

報（バッテリー残量やモ

ビリティ種別など）を表

示する画面

• ポートの一覧表示や検索

を行う画面

• 地図上に利用可能なポー

トを表示し、ポートを選択

することでポートやモビ

リティの詳細情報を確認

できる

トップ画面 ポート詳細画面 自転車詳細画面

UI/UX（1/2）

アプリから他事業者のポートが確認でき、ポートの事業者が異なる場合でも

操作自体は従来と変わらないUXとした
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

• 予約完了後に車体を解

錠する画面

• スマートロックと連携し、

指定モビリティを解錠で

きる

• 利用終了時に車体を返

却する画面

• 返却先のポートが正しく

選ばれているかを確認す

ると同時に空き状況や返

却可否を確認し、返却操

作を行う

• 車体を選択して予約を行

う画面

• 予約可能な台数や制限

事項などを表示し、予約

の完了・キャンセル操作

ができる

解錠画面 返却画面予約画面

UI/UX（2/2）

予約・解錠・返却の操作においても、アプリとポートの事業者が異なる場合でも操

作自体は従来と変わらないUXとした

主に利用される画面のイメージ
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第4章 実証実験の方法・結果

実証実験では、複数のシェアサイクル事業者間で相互に貸出・返却を可能とする共有ポート化の有効性を検証するとともに、標準仕様の受容性及びユー

ザーの利便性向上について確認した。その結果、共有ポート化により新規のODペア数が一定程度創出され、ユーザーのポート選択肢が多様化していること

が確認された。また、共有ポートを利用したユーザーのうち、利便性が向上したと回答した割合は、HELLO CYCLINGで90%、ドコモ・バイクシェアで

75%に達しており、多くのユーザが利便性の向上を実感していることが明らかとなった。
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

• 複数事業者間でのポート共有を実現するためのI/Fや業務モデルを標準化するこ

とで、ユーザーの移動体験の向上やポート用地の有効活用が実現する

プロジェクト全体の仮説

観点ごとの仮説

サービス実証現地図(ユーザー価値)

サービス実証現地図(ビジネス価値・技術価値の検証)

検証仮説

共有ポート化によりユーザーの利便性向上・サービスの利用回数・標準業務モデ

ルの受容性を評価することで、本取り組みの有用性を検証した

ビジネス価値

• ポート共有に伴い移動の選択肢が増えることで、シェアサイクルサービスの利用

が促進される

公共価値

• 複数事業者のポートが利用可能となることで、シェアサイクルサービスに対する

利用者の利便性が向上する

ユーザー価値

• 複数事業者による公共空間での協調運用を支える標準業務モデルが受容され、

行政財産・公有地の有効活用に貢献する

技術価値

• メッセージ技術を活用した分散システムでポートステータス・事業者間清算データ

を正確に送受信できる
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
実証実験の全体像

＃ 実証メニュー 被験者 実施事項

1 サービス実証
（技術価値）

• OpenStreet株式
会社

• Lime株式会社

【ビジネス価値・技術価値の検証】
• 東京都池袋にてOpenStreet株式会

社、Lime株式会社の2社で、標準API
を用いたポート共有化の実証を実施。

2 サービス実証※

（ビジネス・ユー
ザー価値）

• 横浜市内のシェアサ
イクル利用者

【ユーザー価値の検証】
• 横浜で実施されているHELLO 

CYCLING・ドコモ・バイクシェアのポー
ト共有化事業を活用。

• HELLO CYCLING・ドコモ・バイクシェ
アの利用者向けにアンケート調査を実施。
利用者の満足度や利便性の向上を確認。

3 ヒアリング調査
（地方公共団体、
シェアサイクル事
業者へのヒアリン
グ）

• OpenStreet株式
会社

• 株式会社ドコモ・バイ
クシェア

• Lime株式会社
• ecobike株式会社
• チャリチャリ株式会

社
• 株式会社Luup
• 横浜市
• 文京区
• 台東区
• 高松市
• 京都市

【ビジネス価値の検証】
• シェアサイクル事業者向けにヒアリング

調査を実施。標準業務モデル、標準API
仕様の有用性に関して、事業性の観点か
ら確認。

【公共価値の検証】
• 地方公共団体向けにヒアリング調査を実

施。本システムの有用性に関して、公共
政策への活用の観点から確認。

実証メニュー一覧

＃ 実証メニュー 検証内容

1 往路検証 • HELLO CYCLING検証アプリで、LimeポートにあるLime車
両を貸出

• Lime車両に乗車しHELLO CYCLINGポートへ移動
• HELLO CYCLING検証アプリでHELLO CYCLINGポートに

Lime車両を返却

2 復路検証 • LimeアプリでHELLO CYCLINGポートのLime車両を貸出
• Lime車両に乗車しLimeポートへ移動
• LimeアプリでLimeポートにLime車両を返却

サービス実証やヒアリングを通して、共有ポート化の効果を評価した

#2 サービス実証(ビジネス価値・技術価値)の検証内容

HELLOCYCLINGのアプリを利用してLime車両に乗車している様子

※注

本レポートのビジネス価値・ユーザー価値の評価は横浜市での共有ポート事業を用いて実施している。

システム構成は標準APIと異なるが、利用者視点での共有ポート利用体験及びポート共有がもたらす価

値は共通であることから、同実証結果をポート共有の効果検証を補完するデータとして活用している。
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
KPI定義

ビジネス・公共・ユーザー・技術の4つの観点ででKPIを設定し、総ODペア数の

増加や標準業務モデルの受容性等について評価・検証を行った

観点 検証仮説 検証項目 KPI

ビジネス価値
ポート共有に伴い移動の選択肢が増えることで、シェア

サイクルサービスの利用が促進される
事業者をまたいだポート利用は増加するか

総ODペア数の実証直前月比：1.0倍以上

総貸出・返却回数の実証直前月比：1.0倍以上

公共価値
複数事業者のポートが利用可能となることで、シェアサ

イクルサービスに対する利用者の利便性が向上する
標準業務モデルに対する自治体の評価は

ヒアリングにおいて賛同を得られたステークホルダー：
有用性検証を行ったヒアリング先の約8割から賛同を
得る

ユーザー価値

複数事業者による公共空間での協調運用を支える標準

業務モデルが受容され、行政財産・公有地の有効活用

に貢献する

実際にサービスを利用したユーザーの推薦度 NPSスコア：0以上

目的地までの徒歩での移動距離が短縮するか
目的地までの徒歩での移動距離の短縮：回答した人が
1割以上

利用ポートの選択肢が増加するか 利用ポートの選択肢の増加：回答した人が1割以上

目的地の選択肢が増加するか 目的地の選択肢の増加：回答した人が1割以上

シェアサイクルの利用頻度が増加するか 利用頻度の増加：回答した人が1割以上

シェアサイクルの利用目的が増加するか 利用目的の増加：回答した人が1割以上

技術価値 実用に耐えうる標準APIを開発・実装できる
メッセージ技術を活用した分散システムでポートステー
タス・事業者間清算データを正確に送受信できる

データ交換の正確性：エラー0件

検証仮説・検証項目・KPI
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
実証エリア

東京都池袋内の一部の地域で実証を実施。標準APIを用いて、

LimeポートとHELLO CYCLINGのポートを共有ポート化し有用性を検証した

神奈川県横浜市

• 横浜の実証では共有ポート化によるユーザーのNPS・利便性・行動変容に影響を

与えているかを検証した。

東京都池袋エリア

• 池袋の実証では開発した標準APIが実用に耐えうる品質を備えているかを検証

した。

横浜実証エリア

池袋実証エリア

HELLO CYCLINGポート：東京都豊島区東池袋３丁目１０

Limeポート：東京都豊島区東池袋3-2-7
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

HELLO CYCLINGのアプリ上でLimeの

車両が表示されている様子

HELLO CYCLINGのアプリで貸出した

Lime車両に乗車している様子

ドコモ・バイクシェアのポートにHELLO 

CYCLINGの車両が停車している様子

実証内容の説明
LimeのポートにHELLO CYCLINGの車

両が置かれている様子

HELLO CYCLINGのアプリ上でLimeの

ポートが表示されている様子

サービス実証

実証実験の様子
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
実証実験の結果｜ビジネス価値：サマリー

得られた示唆

結果のまとめ

検証仮説

• ポート共有に伴い移動の選択肢が増えることで、シェアサイクルサービスの利用

が促進される

検証結果

HELLO CYCLING及びドコモ・バイクシェアの利用者を対象に検証を実施した。

分析には、横浜エリアにおいて2025年6月から9月に実施されたポート共有事業

でのアンケート結果を用いた。ここで、ポート数の増減による影響を排除するため、

実証直前月（2025年5月）と実証期間中（（2025年6月-9月）の双方に存在する

共有化ポートのみを対象として集計を行った。

結果、総ODペア数の実証直前月比は、1.27～1.32倍であった。また、総貸出・返

却回数の実証直前月比は、 1.09～1.18倍であった。さらに、ポート共有化の実施

前後におけるODペア数及び総貸出・返却回数の推移を分析した結果、いずれの指

標においても全体量の増加が確認された。共有化を契機に、従来は選択できな

かった共同利用ポートを含む新たな移動パターンが発生しており、ODペア数及び

総貸出・返却回数の双方において、共有ポートの利用が各月で継続的に確認された。

さらに、総貸出数に占める共有ポートでの新規移動パターンの割合も増加傾向で

あり、ポート共有の普及が段階的に進んでいることも確認された。

ポート共有化による利用者の行動選択肢の拡張や移動経路の柔軟化

ポート共有化により、総ODペア数と総貸出・返却回数共に、一定の増加が確認さ

れた。この結果は、共有化ポートを含む新たな移動パターンが生じ、既存の利用が

再編されたことによるものと考えられる。また、共有化ポートを含む利用は各月で

継続的に確認されており、従来の利用が共有化ポートを介した移動へと置き換わり、

利用経路が再構成されていることが示唆される。

推定売上も、総額として急激な増加は見られないものの、共有化に起因する売上が

安定的に発生しており、売上構成において共有化利用へのシフトが生じていること

が確認された。以上のことから、ポート共有化の効果として、単純な需要量や売上

高の増加だけでなく、利用者の行動選択肢の拡張や移動経路の柔軟化といった効

果が得られ、それに伴いシェアサイクル利用が促進されると示唆される。

ポート共有化が総ODペア数、総貸出・返却回数が増加し、それに伴い売上が増加

したシェアサイクルサービスの利用の促進によるビジネス価値の向上を確認した

ポート共有化前後における総ODペア数の推移（5月：共有化前、6月以降：共有化後）

ポート共有化前後における総貸出・返却回数の推移（5月：共有化前、6月以降：共有化後）

1.２７倍 1.31倍 1.30倍 1.32倍

7,110
0

22,222

5月

21,148

6月

8,804

20,382

7月

9,020

19,810

8月

9,290

19,966

9月

22,222

28,258 29,186 28,830 29,256

ポート共有化による新規の移動パターンでのODペア数

従来の移動パターンでのODペア数

2025年

1.11倍 1.18倍 1.10倍 1.09倍

12,616
18,844

20,490

21,5880

164,564

5月

169,794

6月

175,418

7月

160,138

8月

158,170

9月

164,564

182,410
194,262

180,628
179,758

ポート共有化による新規の移動パターンでの総貸出・返却回数

従来の移動パターンでの総貸出・返却回数

2025年
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

35

KPI詳細

実証実験の結果｜ビジネス価値：詳細（1/２)

検証方法

KPI 定義 目標設定根拠

総ODペア数の実証直前月比：
1.0倍以上

実証期間の総ODペア数/
（実証直前月である2025
年5月の総ODペア数）

ポート共有化という新たな
取り組みの開始直後におい
て、その利便性向上の効果
が、小幅であっても利用の増
加として表れることを最低
限の達成水準と捉え、共有
化前比で1.0倍以上を目標
値（増加の下限）として設定
した。

総貸出・返却回数の実証直前
月比：1.0倍以上

実証期間の総貸出・返却回
数 / （ 実 証 直 前 月 である
2025年5月の総貸出・返
却回数）

KPIの計測方法

• 実証直前月（2025年5月）と実証期間中（2025年6月-9月）の共有化ポート

を出発地または到着地とする移動の全OD組ペア数、総貸出・返却回数をデー

タベースから取得し、集計した。

• また、総貸出・返却回数に都度利用の最低料金を乗算することで推定売上げ

を算出した。

• ここで、ポートの増減による影響を除くため、実証直前月（2025年5月）と実

証期間中（2025年6月-9月）に存在する共有化ポートのみを対象として集計

した。

移動パターンの整理

集計対象ポートの整理

従来の移動パターン※

ポート共有化による新規の移動パターン

共同利用ポート

共同利用ポート

共同利用ポート 共同利用ポート

HCポート DBSポート HC自転車

HELLO CYCLING（HC）

利用データより算出

ドコモ・バイクシェア（DBS）

利用データより算出

共同利用ポート

共同利用ポート

共同利用ポート 共同利用ポート

ポート共有化による新規の移動パターン

従来の移動パターン

※

共同or非共同

利用ポート

共同or非共同

利用ポート

共同or非共同

利用ポート

共同or非共同

利用ポート

共同or非共同

利用ポート

共同or非共同

利用ポート

共同or非共同

利用ポート

共同or非共同

利用ポート

※KPI算出対象は、「移動の出発ポートまたは到着ポートが共有化ポートである移動」で

あるため、OD両者が非共同ポートである移動パターンは除く

DBS自転車

ポートA

（共同利用）

ポートB

（共同or非共同利用）

ポートC【閉鎖】

（非共同利用）

ポートB

（共同or非共同利用）

ポートC

（非共同利用）

【5月】 【6-9月】

分析対象

分析対象HELLO CYCLINGポート

ドコモ・バイクシェアポート

分析対象外

分析対象外

ポートE

（共同利用）

ポートA

（共同利用）

ポートD【新設】

（共同or非共同利用）
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

36

実証実験の結果｜ビジネス価値：詳細（２/２)

結果の詳細

総貸出・返却回数の算出結果

• 新規の移動パターンにおける総貸出・返却回数は、6月が182,410回、7月が

194,262回、8月が180,628回、9月が179,758回であった。

• 共有ポート化の実施により、実証開始直前月である5月と比較したOD量は、6月

で1.11倍、7月で1.18倍、8月で1.10倍、9月で1.09倍に増加した。

• また、全体の移動量に占める新規の移動量の割合は、6月が6.9%、7月が9.7%、

8月が11.3%、9月が12.0%となり、月を追って増加している。

• 総貸出・返却回数は共有化の前後で増加しており、その内訳を見ると、共有化

ポートを含む利用が月あたり1〜2万回規模で継続的に発生していることが確認

された。このことから、利用の構成が一部共有化ポートを中心とした形へ再編さ

れたことが理由と考えられる。

• 以上より、本実証で確認された主な効果は、「総ODペア数の算出結果」とあわせ

て評価すると、需要そのものの急増ではなく、利用者の選択肢拡張及び既存利用

の置き換えによる利便性向上であると考えられる。

※ p.34「ポート共有化前後における総貸出・返却回数の推移（5月：共有化前、6月

以降：共有化後）」参照）

総貸出・返却回数を基にした推定売上の算出結果

• 総貸出・返却回数に、都度利用の最低料金（HELLO CYCLING：160円、

ドコモ・バイクシェア：165円）を乗算することで、推定売上を算出した。

• その結果、新規の移動パターンによる推定売上は、6月が2.0百万円、7月

が3.0百万円、8月が3.3百万円、9月が3.5百万円であった。

• また、共有ポート化の実施後、直前月である5月と比較した合計の推定売上

は、6月：1.11倍、7月：1.18倍、8月：1.10倍、9月：1.09倍に増加した。

• これらの結果から、ポート共有化は新たな売上を一定程度創出すると同時

に、従来の移動パターンによる利用の一部が、共有化ポートを含む利用へ

と置き換わったものと考えられる。すなわち、共有化の効果は売上総額の

急激な増加として現れるものではなく、利用経路や選択肢の再編を通じた

売上構成の変化として現れている。

総ODペア数の算出結果

• 新規の移動パターンにおけるODペア数は、6月が28,258、7月が29,186、8

月が28,830、9月が29,256であった。

• 共有ポート化の実施により、実証開始直前月である5月と比較すると、ODペア数

は6月に1.27倍、7月に1.31倍、8月に1.30倍、9月に1.32倍へと増加した。

• また、全体の移動パターンに占める新規の移動パターンの割合は、6月に25.5%、

7月に30.2%、8月に31.3%、9月に31.8%となり、月を追って増加している。

• 各月のODペア総数は共有化前後で増加しており、その内訳を見ると、ポート共

有化に起因する新規の移動パターンによるODが、毎月おおむね7千件以上発生

していることが確認された。これは、従来の移動パターンの一部が、共有化ポート

を含むODへと置き換わった結果であると考えられる。

※ 前述の「ポート共有化前後における総ODペア数の推移（5月：共有化前、6月以

降：共有化後）」参照）

ポート共有化前後における推定売上の推移（5月：共有化前、6月以降：共有化後）

1.11倍 1.18倍 1.10倍 1.09倍

27.1 27.9 28.9 26.4 26.0

3.0
3.3 3.50.0

5月 6月 7月 8月 9月

27.1
29.9

31.9
29.7 29.5

2.0

ポート共同化による新規の移動パターンでの売上

従来の移動パターンでの売上

推定売上

（百万円）

2025年
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
実証実験の結果｜公共価値：サマリー

得られた示唆

結果のまとめ

検証仮説

• 複数事業者のポートが利用可能となることで、シェアサイクルサービスに対する

利用者の利便性が向上する

検証結果

地方公共団体の自転車政策担当者へのヒアリングを通じて、シェアサイクルポート

の共同利用化が、限られた行政財産や公有地の有効活用に資する取組であるかを

確認することを目的として実施した。共同利用ポートを導入していない4団体と導

入済み1団体にヒアリングを行い、その結果を基に効果と課題を整理した。

未導入の4団体すべてからは共同利用化への関心が示され、その理由として「利用

者利便性の向上」「事業収益性の向上」「施策推進への寄与」などが挙げられた。ま

た、公有地の飽和や十分な用地確保が困難な自治体からは、限られた土地条件下

でシェアサイクルを推進する手段として共同利用化が有効との認識が得られた。一

方で、関心を示しつつも3団体は導入時の懸念を指摘した。主な懸念は、事業者間

調整の負担増や、ポート周辺を含む環境整備・管理の在り方などである。これらを

踏まえると、自治体との協定に先立ち、事業者間で相互利用に関する協定を整備し

ておくことが望ましい。さらに自治体側からは、事業者が提供するデータ仕様・定義

の共通化、共同利用化の効果を測定する指標の整理、ポート設置手続きの簡素化

などの要望も示された。

共同利用化によるベネフィット及び運用面での課題

以上の結果から、ポートの共同利用化は利用者の利便性向上やシェアサイクル利用

促進につながり、公有地の有効活用に資するとの仮説が妥当であることが確認さ

れた。従来は事業者や地域ごとに分断されていたポートネットワークも、共同利用

により広域的な移動が可能となり、利便性は大きく向上する。また、この利便性が

利用促進を後押しし、公有地活用や都市空間の効率化といった付加的価値を生む

点が、地方公共団体が関心を示した主要因と考えられる。一方、価格設定や管理責

任の分担、ラック容量超過による駐輪環境の悪化など運用上の課題も指摘された。

今後、共同利用化を円滑に進めるには、事業者間ルールの整理と、コスト負担や責

任分担の明確化が重要である。

公有地におけるポートの共同利用化は、公有地の有効活用に資するとともに、
シェアサイクルを通じた公共価値の向上に寄与することが確認された

自治体担当者の回答結果

上記設問への回答理由

Q. 共同利用ポートの導入に対する関心

地方公
共団体

回答

A区
限られた土地のなかで利用者の利便性の向上を図り、シェアサイクルの普及を

推進していくためには、共同利用ポートは有効であると考える。

B区
広域連携を行っている他の区との調整を行っていければ実施する可能性はあ

る。

C市
シェアサイクルポートの一部にはレンタサイクルと共同で利用している都合上

ゲートを設置している。市として進めていきたい意向はあるが、ゲートを通過

するためのコードの読み取り等、共同利用化する際のコスト面で課題がある。

D市
共同利用化による利便性の向上や収益性の向上といったメリットはあると考

えている。しかし事業者によってポート設置数に差があり、調整のハードルは

高い。

E市 現在実証実験中。

定性コメント一覧

20% 20% 60% 0%

回答数N=5

導入済

関心あり

関心あるが懸念もあり

関心なし
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設問 質問項目

1

• 共同利用ポート化は限られた公有地の有効活用に資する取組と考えられるか
• 共同利用ポートの導入に関心はあるか
• 共同利用ポート化によるベネフィットとして、他にどのような点が挙げられるか。

（例：単独契約から複数社契約への転換等の公正で透明性の高い市場環境の確保、
利便性の向上による利用回数増加、まちなかの回遊性の向上、 環境負荷の低減
など）

2

• 共同利用ポートの運用にあたり、どのような課題や懸念点があるか
• ポートの設置場所（公有地・民地・駅前・公園等）ごとに、運用上の課題や調整事項

はあるか
• 公有地（道路・公園・駅前広場等）での共同利用ポート設置にあたり、関係部局や

警察との調整で想定される課題はあるか

3
• 今後シェアサイクルに関して共通化してほしい事項はあるか（設置基準・運用ルー

ル・データ仕様等）

KPI詳細

実証実験の結果｜公共価値：詳細（1/2)

検証方法 結果の詳細

KPI 定義 目標値 目標設定根拠

ヒアリングにおいて
賛同を得られたス
テークホルダー

ポート共有化が行政財産・公
有地の有効活用に貢献する
地方公共団体数

4/5団体
有用性検証を行ったヒア
リング先の約8割から賛
同を得る

KPIの計測方法

• ヒアリング対象である5区市（台東区、文京区、高松市、京都市、横浜市）に対し

て、ポート共同利用化に関するヒアリングを実施

共同利用化によるベネフィットに関するヒアリングの結果

• 設問1に対する回答として、地方公共団体からは「利用者の利便性の向上」や

「収益性の向上」といった観点から、共同利用化は有効であるとの意見が得ら

れた。これは、共同利用化を進めることで、シェアサイクルの利用機会が拡大し、

利用の促進につながる可能性を示すものである。

• また、一部の地方公共団体では公有地におけるポート確保が困難であるとい

う課題を抱えているが、共同利用化によりポートを集約・共有することで、公

有地をより効率的かつ有効に活用できると考えられる。

設問1の質問群に対する代表的な回答抜粋

区の面積が小さいため、ポート用地の確保に限界がある。その

中で、利用者の利便性を向上させていくためにはポートの共同

利用化は効果的であると考える。

公有地でポート用地の確保が十分にできていない現状がある

ため、ポートの共同利用化は利用者の利便性を向上させる策

だと考えている。

公共交通としてシェアサイクルに取り組む方向でおり、バスや

電車で補えない部分をシェアサイクルで補っていくことを想定

している。

協定を結ぶ前に民間事業者が市内でシェアサイクルを展開して

いたため、民有地でエリアの展開はできているとの認識でいる

が、公有地も限られているなかでポートの共同利用化は利便

性の向上や収益性の向上といったメリットがあると考えてい

る。

地域によってシェアサイクルを展開している事業者が異なって

いたが、共同利用化によってエリアを気にせず移動ができるよ

うになり、市内全域でシームレスな移動を実現できるように

なった。また、利用開始できるポートや返却可能なポートが増

えたことがベネフィットであると考えている。

B区

C市

D市

E市

A区
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実証実験の結果｜公共価値：詳細（2/2)

結果の詳細

シェアサイクル事業における共通化に関するヒアリングの結果

• その他シェアサイクル事業において共通化を希望する事項についてヒアリング

を行ったところ、「事業者から地方公共団体担当者へ提供されるデータについ

て、仕様の統一やデータ提供に関するルールを整備すること」や「公有地に

シェアサイクルポートを設置する際の手続きの柔軟な運用」が挙げられた。今

後、共同利用化を地方公共団体側から促進するためには、データ仕様及び提

供ルールの明確化・標準化を進めるとともに、公有地活用に関する制度・手続

きの整理や緩和を検討することが重要である。

共同利用ポートの運用・管理面における課題や懸念に関するヒアリングの結果

• 運用及び管理に関しては、価格設定や管理方法を巡る事業者間の調整が課題

であると指摘する地方公共団体が多かった。加えて、ラックの収容能力を超え

た利用により駐輪環境が悪化する可能性や、共同利用化以前から当該ポート

を利用していた既存ユーザーの利便性が低下することへの懸念が示された。

設問3の質問群に対する代表的な回答抜粋設問2の質問群に対する代表的な回答抜粋

B区

C市

D市

E市

A区

B区

C市

D市

E市

A区
価格設定や運用方法の異なる事業者がポートを共用すること

になるため、事業者間の調整が一番の障壁となると考える。管

理面では、共同利用化した際に駐輪環境が乱雑になり、一般車

両の駐輪を誘発する可能性があると考える。

A社のポートにB社の自転車が駐輪されるようになることで、

A社ユーザーが自転車を停められなくなり不便を感じないか、

またポートのラックから自転車が溢れないかということが懸念

点として挙げられる。ポートの管理分担があいまいにならない

かといったことも懸念される。

シェアサイクルポートの一部にはレンタサイクルと共同で利用し

ている都合上ゲートを設置している。市として進めていきたい

意向はあるが、ゲートを通過するためのコードの読み取り機能

の追加等、共同利用化する際のコスト面で課題がある。

管理面での分担を明確にする必要がある。共同利用化した際

に責任の所在が曖昧になってしまうのではないかという懸念

がある。複数社のポートが隣接しているエリアで管理面での問

題が生じた際に地方公共団体が間に入ることが起きているた

め、そのようなことが共同利用化の際にも生じるのではないか。

共同利用化した際に車両の偏りが生じることで、従来のユー

ザーの利便性を損ねてしまう可能性がある。

各事業者から区に提供されるデータの標準化も必要。各事業

者でデータのフォーマットや各項目の定義が異なっている場合、

分析が難しくなってしまうため。

各社から提供されるデータの仕様や各データの定義が異なっ

ており、データの集計に時間がかかってしまうため、データ仕

様・定義の統一が必要だと考える。

国で推進しようとしている一方、地方公共団体レベルでは受け

入れ環境が整っておらず、導入が遅れるということがあるので、

国・地方公共団体の連携が円滑になるとよい。

事業者はデータ提供を無償で行うことに抵抗感があるように

思えるが、政策の検討の際はデータが必要なので、このデータ

はオープンデータとして提供するといったようなルールの整備

があればよい。また、一つのアプリで複数の事業者の車両を予

約できるようになるとより良いと考える。

共同利用ポートの評価指標を国から提示してもらえるとよい。
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共有ポートシステム導入で利用者の利便性が向上し、利用者の満足度やNPSス
コアが向上し、利便性の面で地域交通におけるユーザー価値を確認した

実証実験の結果｜ユーザー価値：サマリー

結果のまとめ

得られた示唆

検証仮説

• 複数事業者による公共空間での協調運用を支える標準業務モデルが受容され、

行政財産・公有地の有効活用に貢献する

検証結果

シェアサイクルの共有ポート化が利用者の満足度・利便性及び利用行動に与える影

響を検証した。仮説として、①NPSが0以上であること、②共有ポート利用者で利

便性が向上していること、③共有ポート利用者に行動変容が見られることを設定し

た。アンケートは、横浜市内でHELLO CYCLINGまたはドコモ・バイクシェアを利

用したユーザーを対象とし、共有ポート化前後の比較が可能な設問を設けた。

NPSは、HELLO CYCLINGでは非利用者▲60.7に対し利用者▲19.2、ドコモ・

バイクシェアでは非利用者▲4.4に対し利用者4.4となり、いずれも共有ポート利

用者の評価が高かった。利便性が向上したと回答した割合はそれぞれ90％、75％

であり、行動変化があったと回答した割合はそれぞれ61％、55％であった。

共有ポート化がユーザーのNPS・利便性・行動変容に与えるプラス影響

本検証から得られた最も重要な示唆は、事業者間のポートで貸出・返却を可能とす

る共有ポート化が、ユーザーのNPSスコアや利便性の向上、ならびに利用行動の変

化に対して、総じてプラスの影響を与えている点である。

一方で、仮説の「顧客満足度指標であるNPSが0以上となる」については、HELLO 

CYCLINGにおいては確認できなかった。この要因は、ポートの設置場所の特性が

影響している可能性が高いと考えられる。HELLO CYCLINGポートは横浜市全

域に広く分散して設置されているのに対し、ドコモ・バイクシェアは都市部を中心に

ポートを展開しており、都市部におけるポート密度が高い傾向にある。このような

ポート配置の違いを踏まえると、ドコモ・バイクシェアと比較して、HELLO 

CYCLINGのNPSが相対的に低くなることは、利用者の利便性の観点から一定程

度妥当であると評価できる。しかし、NPSの増加幅では、HELLO CYCLINGでは

約40ポイントの上昇しており、満足度が大きく改善していることが明らかである。

この結果から、ポート密度が相対的に低い地域において共有ポート化を実現するこ

とは、利用者の満足度向上に対して特に大きな効果をもたらすことが示唆された。

共有ポートユーザーの利便性向上有無

-60.7

-19.2

共有ポート非利用者 共有ポート利用者

HELLO CYCLING(N=520)

-4.4

4.1

共有ポート非利用者 共有ポート利用者

共同ポート利用者・非利用者のNPSスコア

ドコモ・バイクシェア(N=1334)

90%

75% 15% 10%

4%

6%

HELLO CYCLING
(N=125)

ドコモ・バイクシェア
(N=259)

利便性が向上した 利便性は変わらない その他

共有ポートユーザーの行動変容有無

61%

55%

36%

41%

3%
HELLO CYCLING

(N=125)

ドコモ・バイクシェア
(N=259)

4%

行動変容あり 行動変容なし その他
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被験者 全体 共有ポート利用者数
共有ポート非利用
者

HELLOCYCLINGユー
ザー

520件
156件
(既存ユーザー125件)

364件

ドコモ・バイクシェアユー
ザー

1334件
295件
(既存ユーザー259件)

1039件

KPI詳細

実証実験の結果｜ユーザー価値：詳細（1/3)

検証方法

アンケート被験者

• 横浜市内で実施したアンケートの被験者と有効回答者数を以下に示す。KPI 定義 目標値 目標設定根拠

NPSスコア

顧客が商品やサービスを「他人にどの程度
おすすめしたいか」を尋ねるアンケートをも
とに算出する指標のこと。回答者のスコア
に応じて「推奨者」「中立者」「批判者」の三
つのタイプに分類し、推奨者の割合から批
判者の割合を引いた値

0以上

日本においては中
立を選択する傾向
が高いことからまず
は0以上を目標とし
て設定

目的地までの
徒歩での移動
距離の短縮

利用者アンケートにて、「ポート共有化に
よって、目的地までの徒歩移動距離が短く
なった」と回答した人の割合

回 答 者
１ 割 以
上

ポート共有化という
新たな取り組みの開
始直後において、利
便性向上、行動変容
に影響を与えている
ことの確認を最低限
の達成水準と捉え、
共有化後に利便性
向上、行動変容があ
ると回答した人が1
割いることを達成基
準とした

利用ポートの
選択肢の増加

利用者アンケートにて、「ポート共有化に
よって、利用できるポートの選択肢が増え
た」と回答した人の割合

目的地の選択
肢の増加

利用者アンケートにて、「ポート共有化に
よって、目的地の選択肢が増えた」と回答し
た人の割合

利用頻度の増
加

利用者アンケートにて、「シェアサイクルの
利用頻度が増えた」と回答した人の割合

利用目的の増
加

利用者アンケートにて、「シェアサイクルの
利用目的が増えた」と回答した人の割合

KPIの計測方法

• 横浜市内でシェアサイクルを利用しているユーザー（HELLOCYCLING、ドコモ・

バイクシェア）にアンケートを配布しKPI設定している項目について質問をした。

• 共有ポート利用者・非利用者を分ける質問を作成し、両者での比較を可能にした。

• 必要サンプルサイズは誤差が10%未満になるように100以上を目標にした。

• また、NPSスコア以外のKPIについては共有ポート化前に利用しているユーザー

に聞く必要があるため共有ポート化実施前にサービスを利用したことがあるか質

問し、既存ユーザーの抽出を行った。

• 既存ユーザーは共有ポート化実施前にシェアサイクルサービスを利用したことが

あると回答したユーザーと定義する。

アンケート概要

• 横浜市内で実施したアンケートの概要について以下に示す。

配布・回収方法 ネット上で配布・回収

配布対象地域 横浜市内

配布期間 2025年10月～11月

主な質問項目

・NPSスコア
・サービスの満足度
・共有ポートを利用したことがあるか
・共有ポート化前にシェアサイクルを利用したことがあるか
・共有ポート化による利便性について
・共有ポート化による行動変容について
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42

実証実験の結果｜ユーザー価値：詳細（2/3)

アンケート回答結果

NPSスコア

• NPSスコアの結果を見ると、HELLO CYCLINGでは共有ポート非利用者

が -60.7、共有ポート利用者が -19.2 となった。一方、ドコモ・バイクシェ

アでは共有ポート非利用者が -4.4、共有ポート利用者が 4.4 となった。

• KPIとして設定している顧客満足度指標である「NPSが0以上」という目標

に対しては、ドコモ・バイクシェアでは達成することができたが、HELLO

CYCLINGでは達成に至らなかった。この要因として、ポートの設置場所の

特性が影響していると考えられる。

• HELLO CYCLINGのポートは横浜市全域に広く分散して設置されている

のに対し、ドコモ・バイクシェアのポートは都市部を中心に展開されており、

都市部におけるポート密度が高い傾向にある。利用者の利便性という観点

から見ると、都市部を中心に高密度でポートを配置しているドコモ・バイク

シェアと比較して、HELLO CYCLINGのNPSが低くなることは一定程度

妥当であると考えられる。

• しかしながら、NPSスコアの変化幅に着目すると、HELLO CYCLINGで

は共有ポート利用によりスコアが約40ポイント改善していることが確認で

きる。この結果から、ポート密度の低い地域において共有ポート化を実現す

ることは、利用者の満足度向上に大きな影響を与えることが示唆された。

共有ポート化による利便性への影響

• 共有ポート化によって利便性が向上した理由として最も多く挙げられた項

目は、両サービス共通して【目的地までの徒歩での移動距離短縮】であった。

加えて、【目的地の選択肢増加】や【利用できるポートの選択肢増加】につい

ても、1割以上の利用者が向上したと回答している。

• これらの結果から、各事業者のシェアサイクルにおける貸出・返却ポートを

共有化することは、ユーザーの利便性向上に大きく寄与していることが示

唆される。

結果の詳細

共有ポートユーザーの利便性向上有無の回答割合
(※HELLO CYCLING：単一回答、ドコモ・バイクシェア：複数回答)

-60.7

-19.2

共有ポート非利用者 共有ポート利用者

HELLO CYCLING(N=520)

-4.4

4.1

共有ポート非利用者 共有ポート利用者

共有ポート利用者・非利用者のNPSスコア

ドコモ・バイクシェア(N=1334)

11%

23%

63%

39%

15%

21% 8% 9%

5%

6%

HELLO CYCLING
(回答者数：125)

ドコモ・バイクシェア
(回答総数：456)

目的地の選択肢増

目的地までの徒歩距離短縮

利用可能なポート選択肢の増加

利便性は変化なし

その他
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

43

実証実験の結果｜ユーザー価値：詳細（3/3)

アンケート回答結果

共有ポート化によるシェアサイクル利用行動への影響

• KPIとして設定した項目については、HELLO CYCLINGにおける「シェア

サイクルの利用目的増加」を除き、すべて達成できた。

• 当該項目が未達となった要因として、HELLO CYCLINGでは行動変容に

関する設問が本来は複数選択を想定すべき内容であったにもかかわらず、

単一回答形式で実施されていた点が挙げられる。このため、実際の行動変

容の割合よりも低い数値が算出された可能性がある。したがって、本結果

は施策効果の不足を示すものではなく、アンケート設計上の制約による影

響が大きいと考えられる。

• また、「行動変容なし」と回答した割合は両サービスともに36％であり、行

動変容があったと回答した利用者は過半数を占めていることが確認された。

• 以上より、共有ポート化はシェアサイクルの利用行動に一定の影響を与えて

いることが示唆される。

結果の詳細

共同ポートユーザーの行動変容有無
(※HELLO CYCLING単一回答、ドコモ・バイクシェア複数回答)

16%

22% 17% 13% 10%

38% 36%

29%

3%

0%

3%

3%

HELLO CYCLING
(回答者数：125)

4%6%
ドコモ・バイクシェア

(回答総数：370)

利用頻度増加

シェアサイクルの優先利用増加

シェアサイクルの利用目的増加

利用時間増加

利用時間減

変化なし

その他
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
実証実験の結果｜技術価値

得られた示唆

結果のまとめ

検証仮説

• メッセージ技術を活用した分散システムでポートステータス・事業者間清算デー

タを正確に送受信できる

検証結果

開発した標準APIが実用に耐えうる品質を備えているか確認することを目的とし、

開発したシステムのデータ交換の正確性を測る目標値として「エラー0件」を設定し、

API呼び出しに対するレスポンスでエラーが発生していないか検証を行った。

実証では、異なる事業者間での返却及び自転車台数の反映が正しく行われている

ことを確認した。また、事業者間清算データの検証においても、エラーは発生せず、

正しいデータが送受信できていることを確認した。

実証で明らかになった課題として、日本の公有地ポート特有の厳格なキャパシティ

管理や、利用開始・返却を1秒未満で同期する高いリアルタイム性が求められる状

況下において、Lime が従来運用してきた海外仕様には、120分経過時の自動終

了や15分アイドリングによる強制返却など、日本側の満空管理と密接に関連する

独自の強制イベントが存在していた。これらは標準API仕様に含まれておらず、双

方のシステムを整合的に連携させるには追加開発が不可欠であった。当初の計画

では標準API対応のみを前提としていたため、強制イベントの取り扱いや高頻度で

のステータス同期といった非機能要件が十分に考慮されず、技術検証及び開発計

画の双方でボトルネックとなった。

エラーなく正常に動作することを確認

海外展開実績を持つ事業者との連携では、API仕様に加え、日本の事情に即した

非機能・運用要件を契約段階で明文化し、同期水準やイベント通知方式、強制終了

イベントの扱いを事前に合意しておくことが重要である。また、可視化→制御→管

理の段階的進め方を初期WBSに落とし込み、管理フェーズ到達の前提条件を共有

すべきである。今回の実証では、前提条件の共有不足が後工程の追加開発につな

がることが確認された。一方、実証においてポートステータス及び事業者間清算

データをエラーなく送受信できることを確認したため、開発した標準APIはサービ

スとして実装できる品質を十分備えていると考えられる。

テスト環境下において異なる事業者間での返却が正確に行われていることを
確認し、データ交換の正確性を確認した

KPI詳細・計測方法

• HELLO CYCLINGの車両をLimeのポートへ返却する操作が成立するか

• 返却した際、 HELLO CYCLINGのアプリケーション上でLimeのポートに

車両の在庫数が正しく反映されているか

• 事業者間清算データが正しく送受信されているか

•KPI 定義 目標値 目標設定根拠

データ交換の正確
性

メッセージ技術を活用した
分散システムでポートステー
タスを正確に送受信できる
か

エラー0件
ユーザーへ提供するサー
ビスの品質確保のため

実証結果

• 異なる事業者間での返却及び自転車台数の反映が正しく行われていること

を確認した。

• 事業者間清算データが正確に連携されていることを確認した。

Lime車両をHELLO CYCLINGポートに返却する様子
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第5章 まとめ

本プロジェクトは、シェアサイクルにおけるポート共有を通じて移動体験の向上と公共空間の有効活用を図り、都市交通の利便性及び持続可能性を高めるこ

とを目的として実施した。ポートの共有化により、貸出・返却回数や売上が増加し、NPSスコアも向上するなど、利用者満足度の向上が確認された。また、地

方公共団体からの賛同も得られ、公有地の有効活用や標準化の推進を通じた市場形成の可能性が示された。一方で、ポートの管理責任の分担の不明確さ、

予約・決済が分断されることによるUX上の課題、メッセージハブの運営主体が未確定であるといった技術的課題が明らかとなった。今後は、これらの課題

を順次解消し、運用・UX・技術の各側面における標準化を進めることで、ポート共有化の価値を社会実装へと確実につなげていくことが期待される。
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

得られたナレッジのまとめ得られた成果

本プロジェクトの成果物

• シェアサイクルポート共有API標準化プロジェクトプロジェクトレポート

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/18_01/

• シェアサイクルポート共有API標準仕様書

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/002/

• シェアサイクルポート共有API 技術検証レポート

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/018/

（付録）シェアサイクルポート共有API システム設計書

成果と課題（1/2）

ポート共有により、シェアサイクルの利便性が向上し、利用者満足度や公有地の

有効活用の可能性を確認、地域交通の新たなモビリティ基盤構築の示唆を得た

本プロジェクトは、シェアサイクルのポート共同利用を通じて、利用者の移動体験向

上とポート用地の有効活用を目的として実施した。これにより、事業者間連携の実

現可能性と、都市交通における共同利用モデルの有効性を検証した。

ビジネス価値の創出

ポート共有により、総ODペア数は実証直前月比で1.27～1.32倍、総貸出・返却

回数は1.09～1.18倍となり、推定売上も同程度増加した。このことから、事業者

をまたいだポート利用が可能となることによる新たな移動パターンと利用機会の

創出が確認できた。また、ポートの柔軟な活用により、サービス提供範囲の実質的

な拡張効果が得られた。

公共価値の拡大

未導入地方公共団体すべてからポート共同利用への関心が示され、公有地の効率

的活用や都市回遊性向上への効果が評価された。このことから、複数事業者による

公共空間での協調運用が、現実的な選択肢となることが確認された。標準化を通

じた公正・透明な市場形成への貢献も期待される。

ユーザー価値の創出

利用者アンケートでは共有ポート非利用者に比べ利用者のNPSが向上した。このこ

とから、ポート共有化によるサービス満足度の向上が確認された。また、目的地ま

での徒歩距離短縮や、目的地の選択肢増加による利便性の向上も確認した。

技術価値の検証

標準APIで定義したデータ連携が適切に機能することを確認した。

標準業務モデルの策定

• ポート検索から、自転車の返却、決済までの標準業務一覧と標準業務フローを作

成し、共同利用ポートの運用に必要なオペレーションを共通化できる業務モデル

として体系化した。

ポート共有化の標準API仕様

• 共同利用ポートの静的情報及び動的情報を共通化するため、ポートIDのマッピ

ングルールとポートの属性情報を標準化したデータフォーマットで相互に共有す

る設計とした。

• 情報連携インターフェースとして REST API / MQTT（Pub/Sub） を採用し、

事業者が保有する既存システムと接続しつつ、将来的な連携事業者の追加にも

耐えられる拡張性を確保した。

• 予約・貸出・返却や、事業者間精算につながる利用ログの連携を可能とするため、

GBFS（国際標準）に準拠しつつ国内要件に対応した拡張項目を設計した。

標準API仕様の有用性確認

• 共同利用ポート化により、利便性向上のユーザー価値、さらには公有地活用の促

進などの公共価値を確認した。これにより、標準API仕様の導入意義が多面的に

裏付けられた。

https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/18_01/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/18_01/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/002/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/002/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/018/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/018/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/018/


47

概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

社会実装に向けた課題 課題の解決方法（案）

成果と課題（2/2）

運用・UX・技術の標準化と役割整理を進めることが不可欠である

本実証を通じて、シェアサイクルポートの共有化は、社会的に意義のある取り組み

であることが確認された。一方で、社会実装を本格的に進めていくためには、ビジ

ネス・運用、ユーザビリティ、技術といった各側面において、解消すべき課題が存在

することも明らかとなった。

ビジネス・運用面の課題：責任分担と運営ルールの不明確さ

共有ポート化により、清掃・補修・安全対策・通報対応などの日常業務における責任

分担が不明確になりやすい。業務項目ごとに責任主体や実施頻度を定めた共同運

用ルールと、負荷に応じたコスト配分の合意形成が不可欠である。明確な役割分担

により、現場対応の品質と運営の持続性を両立させることが求められる。

ユーザビリティ面の課題：利用体験の分断と操作負担

予約・決済などの利用プロセスが事業者ごとのアプリに分断され、利用者の操作負

担となっている。複数事業者を横断して検索・予約・決済が可能なワンアプリ化や、

MaaSアプリ等による統合UIの導入が有効である。利用者が事業者の違いを意識

せず移動できる体験設計が重要となる。

技術面の課題：中立的な連携基盤とガバナンスの未整備

事業者間でリアルタイムに情報共有するためのメッセージハブについて、運営主体

やガバナンスが未整理である。中立的な第三者運営とGBFS等の標準仕様活用に

より、信頼性と拡張性を備えた連携基盤の構築が求められる。あわせて、連携基盤

の運用においては、セキュリティや障害時対応のルール明確化も不可欠である。

維持管理の共同運営

共有ポート化により、清掃・補修・安全対策などの維持管理責任の所在が不明確に

なりやすい。

• 清掃・補修・通報対応等について、担当範囲と責任分担を明確化した共同運用

ルールを整備する。

• あわせて、業務量に応じた事業者間のコスト配分ルールを策定し、持続可能な運

営体制をつくる。

UX分断の解消

複数アプリ利用によるUX分断が残り、ポート共有化は達成しても車両の共用化が

未達となっている。

• 検索・予約・決済を横断するワンアプリ化を進め、利用プロセスを一貫させる。

• または、MaaSアプリによる統合UIの実装を行い、事業者の違いを意識しない

利用体験を実現する。

連携基盤の運営主体・ガバナンス

事業者間連携の中核となるメッセージハブの運営主体が未確定で、費用負担・運用

責任が曖昧になりやすい。

• 第三者機関による運営を前提に、ガバナンス・セキュリティ・費用負担のルール

を整備する。

• あわせて、GBFS活用による連携可能性を探る。
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概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
将来展望

標準化と制度整備の着実な進展による導入容易性の向上

共有ポート化の実装により、事業者間でポート情報、利用ステータス、予約、決済連

携を共通仕様で扱える見通しが得られた。今後、API仕様や共同運用ルールの精緻

化・標準化が進むことで、地方公共団体・事業者の双方が導入負担を抑えながら参

加できる環境を整えることが可能となる。特に、公有地における設置手続きや関係

部局との調整プロセスが共通化されれば、地域差による事務負担が軽減され、全

国展開の可能性は一層高まる。さらに、共有ポートを支えるメッセージハブやデー

タ連携基盤の運営体制が確立されることで、リアルタイムデータの品質や運用の安

定性が向上し、新規参入事業者にとっても参画しやすい環境が整備される。実証で

得られた成果を踏まえつつ、制度面・技術面の改善を重ねることで、継続的な導入・

運用に適した基盤として成熟していくことが期待される。

利用者視点のサービス高度化とストレスのない移動体験の実現

共有ポート化によりモビリティの貸出元・返却先の選択肢が拡大し、利用者の利便

性の向上を確認できた。さらに、今後モビリティ共有の観点から、予約・検索・決済

を横断的に扱える仕組みの整備が進むことで、より一貫したサービス体験の実現

が期待される。特に、ワンアプリ化やMaaSアプリ等による統合UIが普及すれば、

利用者は事業者の違いを意識することなく、目的地到達までの一連のプロセスを

スムーズに進められるようになる。これは、利用者の移動に伴う手間やストレスを

軽減し、シェアサイクルを日常的に利用しやすい移動手段として定着させることに

つながる。こうした利用環境の改善を通じて、シェアサイクルは都市生活者にとって、

より扱いやすい移動インフラへと段階的に成長していくと考えられる。

持続可能な運営体制の確立

運営面の標準化が進むことで、清掃・補修・安全対策・通報対応といった維持管理

業務の分担ルールが明確になり、事業者間協働に伴う負担が軽減される。これによ

り、満車・返却不可時の再配置の対応や日常的なポート管理の責任所在が曖昧にな

る状況が改善され、運営の安定性が向上する。また、こうした維持管理ルールの明

確化は、地方公共団体が共有ポートを導入する際に抱えていた「誰がどこまで管理

するのか」という懸念を解消し、公有地への設置判断を後押しする効果も期待され

る。運営面での予見可能性が高まることで、新規事業者も参入しやすくなり、競争

と協調のバランスが取れた持続可能な市場形成の基盤となる。
ポート共有化の利用イメージ

事業者間連携や標準化を進めることで、利便性や持続可能性の高い地域交通の

基盤として定着することを目指す

ポート共有化後のポートのイメージ

Limeポート HELLO CYCLINGポート

HELLO CYCLINGモビリティ

HELLO CYCLINGアプリ

貸出 返却

ポート
共有化



49

概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ
参考情報・用語集

参考情報用語集

API

• Application Programming Interfaceの略称

• ソフトウェアやシステム間で機能やデータを連携するための接

続仕様。外部システムから特定の機能を呼び出したり、データ

を取得・更新したりすることを可能とし、サービス連携やシス

テム拡張に用いられる。

NPS

• Net Promoter Scoreの略称

• 顧客ロイヤルティを測定する指標の一つで顧客満足度や継続

利用意向を把握するために用いられる。

MQTT

• Message Queuing Telemetry Transportの略称

• 機器間通信（M2M）やIoT分野で用いられる、軽量なメッ

セージ通信プロトコル。通信負荷が小さく、低帯域・不安定な

通信環境でも利用可能であることから、センサー情報の送受

信やリアルタイムデータ配信等に広く利用されている。

MDS

• Mobility Data Specificationの略称

• 自治体とモビリティ事業者との間で、移動体サービスに関す

るデータを共有するための標準仕様。主にシェアサイクルや電

動キックボード等を対象とし、車両の位置情報や運行状況、利

用実績等をAPIを通じて提供・取得する仕組みを定めている。

ODペア数
• 交 通 行 動 の 起 点 ( 出 発 点 =origin) か ら 終 点 ( 到 着 点

=destination)までを示したデータのパターン数のこと。

共有ポート
• 利用しているアプリの事業者と異なる事業者のポートに貸

出・返却が可能なポートのこと。

GBFS

• General Bikeshare Feed Specificationの略称

• シェアサイクル事業者が保有する自転車やポートの位置、車両

台数、利用可否等の情報を、共通形式で外部に提供するため

のデータ仕様のこと。リアルタイム性の高い情報を標準化して

公開することで、地図サービスや交通アプリ等との連携、デー

タ利活用の促進を目的としている。

シェアサイクル
• 自転車を共同で利用する仕組みで、利用者が必要なときに借

り、所定の場所に返却する交通サービス。

• 地域交通DX推進プロジェクト「COMmmmONS」 ウェブサイト

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/

• 「交通空白」解消本部

- https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000237.html

• MDS（Mobility Data Specification）

- https://www.openmobilityfoundation.org/about-mds/

• 公共交通利用促進（エコモ財団）

- https://www.ecomo.or.jp/

• シェアサイクル事業の導入・運営のためのガイドライン(国土交通省自転車活用

推進本部)

- https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001710.html

• シェアサイクル便覧

- https://www.gia-jsca.net/download/handbook.pdf?2

• General Bikeshare Feed Specification(GBFS)

- https://gbfs.org/

• 日本版MaaS推進・支援事業

- https://kotsu-kuhaku.jp/maas/

• MaaS（Mobility as a Service）関連情報

- https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/japanmaas/promotion/

• 横浜市シェアサイクル事業実施方針(横浜市道路局)

- https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-

kankyo/kotsu/bycycle/bicycle-policy/sharecycle_top.files/0006_20240905.pdf
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